
◎基本指数

2 妊娠
出産

5 災害

7 就学

8 虐待等

市長が必
要と認め
る場合

・複数の「保育の必要性」に該当する場合、指数の高い方を採用する。

・基本指数については就労・就学時間は休憩時間を含み、残業時間・通勤時間は含まず判断する。

・育児短時間勤務や部分休業を取得し、勤務時間が短縮されている場合は短縮後の勤務時間で判断する。

番号

1

3

4

6

実施基準

身障手帳３級、精神手帳３級、療育手帳Ｂ１・Ｂ２、要介護２・３

身障手帳１・２級、精神手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２、要介護４・５

火災等による家屋の損傷、その他災害復旧のため保育が必要と認められるもの

一般療養（上記以外の一般療養で保育が必要性と認められるもの）

一般療養（週１日～２日以上の通院を常態として自宅安静が必要）

一般療養（週３日以上の通院を常態）

入院（概ね１か月以上とし、入院予定を含む）

身障手帳３級、精神手帳３級、療育手帳Ｂ１・Ｂ２

月１２０時間以上の就労を常態

出産のため、保育にあたれない場合

上記以外の等級の場合

月６０時間以上の就労を常態

身障手帳１・２級、精神手帳１・２級、療育手帳Ａ１・Ａ２

9

入園前から求職活動を行う

入園後から求職活動を行う

・「基本指数」と「調整指数」の合計点により利用調整する

上記以外の介護、看護（保育が必要と認められる場合）

介護・看護

介護等

事由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

その他

死亡・拘禁・行方不明・離婚・未婚・離婚を前提とした別居（要証明)の場合

日光市保育の利用基準

父母不存
在等 父母が単身赴任等により市外居住

求職

精神性疾患・感染症・特定疾患等により児童の保育が困難な場合

病院付添

月２０日以上の病院・施設の通所・入院付き添い

月１３日以上１６日未満の病院・施設の通所・入院付き添い

学校教育法に定める学校、公共職業能力開発施設又は技能習得施設に在学している場合は、就労に準じ選
考基準指数を認定する

障がい

類型

入院・居宅
療養

就労

疾病
障がい

月１６０時間以上の就労を常態

月１４０時間以上の就労を常態

月８０時間以上の就労を常態

月１００時間以上の就労を常態

上記にあてはまらないもの

月１６日以上２０日未満の病院・施設の通所・入院付き添い

虐待やDVのおそれがある場合など、社会的養護が必要な場合
※社会的養護が必要な場合として、里親委託が行われている場合を含む



◎調整指数
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○５・６と８・９と１３・１４と１９・２０・２１は重複適用はしない

○※１は下記表を参照

○別表

1

2

里親委託が行われている場合

認定こども園の教育部分の利用があり、同一施設内での保育利用を希望する場合（求職中を除く）

兄弟・姉妹が２園以上の保育施設に在園し、同一園への転園希望の場合

兄弟・姉妹が保育施設に入園中で、その兄弟・姉妹が入園希望（申込児童が未就園児の場合）

条件

産休・育休期間満了後（産休・育休明け）から入園希望

生活保護世帯

ひとり親で、同居の親族・その他の人がいる場合

ひとり親で、同居の親族・その他の人がいない場合

父母ともに不存在で主たる保育者が祖父母等の場合

育休で一度退園し、育休明けに入所希望

兄弟・姉妹が同時申請の場合

市内に健康で就労等の理由がなく、日中保育が可能な６０歳未満の祖父母等がいる場合

市内に養育可能な祖父母がいて、保育（送迎等）の手助けができる場合

基本指数の「保育の必要性の理由」が２つ以上ある場合

就労内定・就学予定・開業（開業準備も含む）予定の場合

生計中心者の失業

優先順位 細目

同一指数世帯の優先順位表

保護者が市内の認可保育施設に保育士（保育教諭も含む）として就労（予定も含む）している場合

虐待やDVのおそれがあること

正当な理由（転居等）なく入園（内定含む）を辞退し、他の保育施設を希望した場合

保護者及び同居の親族に６か月以上１２か月未満の保育料の滞納がある場合（分納誓約中を除く）

保護者及び同居の親族に１２か月以上の保育料の滞納がある場合（分納誓約中を除く）

せせらぎ（R6年度末閉園）

H31.4.2生まれより小さい子

統廃合予定保育園

卒園できない年齢範囲

現に扶養しているこどもが３人以上の世帯で、申込み児童が第３子以降の場合

幼稚園が認定こども園へ移行する際に同一施設内での保育利用を希望する場合

認可外保育施設などに入所中の場合

小規模保育事業など地域型保育事業施設の卒園児の場合

就労証明書・申告内容に対して、勤務実績または収入実績に整合性がない場合

障がい児であるが集団生活が可能（手帳・判定書・意見書等を添付）

社会的養護が必要な世帯

第十順位

第九順位

第八順位

第七順位

第六順位

第五順位

第四順位

第三順位

第二順位

第一順位

現在在園している市内保育園が今年度末で廃止若しくは休止（※１）することにより転園希望（統合先の保育園が自宅から２０分以上の通園時間を要する場合）

他市町村の保育園等からの転園希望

親族の経営する事業所で就労する場合

弟・妹が自宅及び親族等の協力で保育もしくは、同伴就労が可能な場合

R2.4.2生まれより小さい子

原町みどり（R7年度末閉園）

R4.4.2生まれより小さい子

並木（R9年度末閉園）

現在在園している市内保育園が廃止若しくは休止することにより在園中の保育園を卒園できないお子さん（※１）の転園希望

転居等により転園希望（自宅から３０分以上の通園時間を要する場合）

現在在園している市内保育園が今年度末で廃止若しくは休止（※１）することにより転園希望

児童虐待の防止に関する法律に規定する児童虐待を行っている又は再び行われるおそれがあると認められる場合

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律に規定する配偶者からの暴力により保育を行うこと
が困難であると認められる場合

生計中心者の失業により、就労の必要性が高い場合

前年分の主たる生計維持者の所得額の低い額

入所希望者が現に保護者が養育している第３子以降の児童である場合

市内に６０歳未満の養育可能祖父母のいない世帯

産前産後休業明け、育児休業明け又は小規模保育事業など地域型保育事業施設の卒園児（３歳児）※従業員枠は除く

就労又は就学による申込

・児童福祉の観点から適正な保育の実施が必要であると認める特別の事情がある場合には、審査を経て入所
の承諾を行うことができる

病気、障がい、災害、出産又は基本指数５０の介護理由による入所申込

両親とも不存在

兄弟姉妹が保育園に在園中


